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総人件費改革の実行計画　～対象となる国家公務員の範囲～
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・総人件費の対ＧＤＰ比を10年で概ね半減(長期的な目安)

・５年間で郵政を除く国家公務員（68.7万人）を５％以上純減

・５年間で行政機関定員(33.2万人)
を５％以上純減

・国家公務
員との身分
を有しない
者が担う場
合の問題
点が明確で
ないものは
全て非公務
員化

・聖域を設けず行政機関
に準じて純減

0.3兆円
3.2万人

ご議論いただきたい定員分野
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